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令和 2年度国民健康保険事業費納付金（本算定）について 
 
令和 2年度事業費納付金及び標準保険料率等の本算定結果が県から通知されました。 

浜田市事業費納付金：1,405,414,987 円（一般被保険者分） 

（医療分 1,053,101,870 円 支援金分 270,678,564 円 介護分 81,634,553 円） 

対元年度増減   ▲121,822,654円     ▲10,487,016円     3,664,948円 
 

被保険者

数 

（一般） 

一人当たり 

所得額 

医療費指数 

(国平均=1) 

令和 2 年度 令和元年度 

増減 

(A－B) 
一人当たり保険

料 

収納必要額(A) 

一人当たり保険料 

収納必要額(B) 

9,842 人 449,255 円 1.2287 133,566 円 140,270 円 ▲6,704 円 

※いずれも法定軽減前の保険料額を記載（激変緩和後収納率で割り戻したもの） 

 

事業納付金額の算定条件 
 

・県全体の保険給付費見込額は、一人当たり医療費の増加と被保険者数の減少を勘案した

結果、令和元年度（本算定時）と比較し若干増加すると推計されている。 

（推計額約521億9千万円、前年度と比較して約1億7,300万円増） 

・県全体の前期高齢者交付金概算交付額が約20億6,000万円増加したことが影響し、浜田市の

医療分(一般)事業費納付金額は令和元年度（本算定時）と比較し約1億2,200万円の減となる。 
 
◆令和 2年度浜田市標準保険料率（本算定） 

（1）医療分＋支援金分 

応能割 所得割 11.39% 12.75% ▲1.36ﾎﾟｲﾝﾄ 11.93% 

被保険者均等割 35,756円 39,340円 ▲3,584円 35,400円 

世帯別平等割 22,942円 25,070円 ▲2,128円 24,600円 

応能割 所得割 8.50% 9.81% ▲1.31ﾎﾟｲﾝﾄ 9.03% 

被保険者均等割 26,711円 30,314円 ▲3,603円 26,600円 

世帯別平等割 17,139円 19,318円 ▲2,179円 18,800円 

応能割 所得割 2.89% 2.94% ▲0.05ﾎﾟｲﾝﾄ 2.90% 

被保険者均等割 9,045円 9,026円 19円 8,800円 

世帯別平等割 5,803円 5,752円 51円 5,800円 

令和元年度
実際の料率

医療分

支援金分

応益割

応益割

応益割

標準保険料率
（50：50）

令和元年度
(本算定)

対前年度比較区分

医療分
+

支援金分

 

（2）介護分 

応能割 所得割 2.80% 2.30% 0.50ﾎﾟｲﾝﾄ 2.66% 

被保険者均等割 10,992円 9,755円 1,237円 9,900円 

平等割 5,404円 4,296円 1,108円 5,000円 

令和元年度
実際の料率

介護分

標準保険料率
（50：50）

令和元年度
(本算定)

対前年度比較区分

応益割

 

  

令和 2年度事業費納付金の傾向 
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事業費納付金と標準保険料率算定に必要な保険料総額の関係 
 

医療分（一般） 
 
県全体の医療費（保険給付費見込額）を推計し、 

県全体の保険給付費見込額【約 522億円】 

 
県へ入る公費などを控除し納付金算定基礎額を求める（ステップ 1～3） 

県へ入る公費など 

（国庫負担金、県繰入金、前期高齢者交付金等） 

【約 394 億 6千万円】 

納付金算定基礎額 

【約 127 億 4千万円】 

 

 
 

◆浜田市の事業費納付金額（医療分・一般） 
 
  

事業費納付金（医療分・一般） 
 
 
出産育児一時金 

葬祭費 

保健事業 等 

 
一般被保険者の保険給付費 

（療養給付費・療養費・高額療養費・ 

高額介護合算療養費・移送費・審査支払手数料） 

＜応能部分＞ 

0.8673875534797 (※) 

（46％） 

＜応益部分＞ 

1 

（54％） 

浜田市に直接入る公費 

（市町村の特別事情や実績に 

応じて交付される公費） 

保険料で集める額 
（島根県が示す標準保険料率の算定ベース） 

保険給付費等交付金 
（普通交付金の一般被保険者分） 

※全国を 1とした場合の島根県の所得水準＝ 0.8673875534797（数値は本係数のもの） 
   
◆事業費納付金額及び保険料で集める額（ステップ 6～7） 

 
事業費納付金 

（d） 
納付金対象外経費 

 浜田市に直接 

入る公費 

保険料で集める額 

（e） 

 標準的な 

収納率 

調整後の標準保険料率算定に 

必要な保険料総額（e´） 

医 療 分 1,053,101,870円 136,529,607 円 ＝ 465,698,238 円 

 

723,933,239 円 → 96.38％ 751,123,925 円（一般）    

各市町村の医療費水準・所得水準等に 

基づき按分する（ステップ 4～5） 

 

e 

d 

所得水準に応じた按分 被保険者数・世帯数に応じた按分 

（
歳
出
） 

（
歳
入
） 

医療費 

水準を 

反映 

A 市納付金 

C 市納付金 

β 

C 

B 市納付金 

α 



- 3 - 

 

国保事業費納付金及び標準保険料率の算定フロー 

医療分

　〈ステップ１〉 前期高齢者調整後の保険給付費の算出 令和2年度(本算定) 平成31年度(本算定) 増減

保険給付費（一般分） A 52,196,301,688円 52,023,605,195円 172,696,493円 

 － 前期高齢者交付金などで控除される額 － 26,894,349,007円 24,776,609,661円 2,117,739,346円 

 ＝ 前期高齢者調整後の保険給付費 A´ 25,301,952,681円 27,246,995,534円 ▲1,945,042,853円 

　〈ステップ２〉 保険料収納必要額の算出

 － 県へ入る公費など － 12,561,221,994円 13,143,141,716円 ▲581,919,722円 

 ＝ 保険料収納必要総額 B 12,740,730,687円 14,103,853,818円 ▲1,363,123,131円 

　〈ステップ３〉 事業費納付金算定基礎額の算出

 － 精算・調整額 － 278,584,461円 525,713,698円 ▲247,129,237円 

 ＝ 事業費納付金算定基礎額 C 12,462,146,226円 13,578,140,120円 ▲1,115,993,894円 

　〈ステップ４〉 事業費納付金総額を各市町村に配分

 × {1＋α・(年齢調整後の医療費指数－1)} × 1.2286883345546 1.2325749918295 ▲0.0038866572749

 × {β・(所得シェア)＋人数シェア}／(1＋β) × 0.0744511368195 0.0765655437623 ▲0.0021144069428

 × γ × 0.8928185346272 0.8932833788186 ▲0.0004648441914

 ＝ 浜田市の事業費納付金基礎額 c 1,017,815,615円 1,144,659,357円 ▲126,843,742円 

　〈ステップ５〉 市町村ごとの事業費納付金基礎額 令和2年度(本算定) 平成31年度(本算定) 増減

 ± その他調整分 － ▲35,286,255円 ▲30,265,167円 ▲5,021,088円 

 ＝ 各市町村の事業費納付金（一般分） d 1,053,101,870円 1,174,924,524円 ▲121,822,654円 

　〈ステップ６〉 公費、保健事業費等を加減算

 － 浜田市に直接入る公費 － 465,698,238円 438,276,085円 27,422,153円 

 ＋ 事業費納付金に含まれない経費 ＋ 136,529,607円 126,230,800円 10,298,807円 

 ＝ 標準保険料率算定に必要な保険料総額 e 723,933,239円 862,879,239円 ▲138,946,000円 

　〈ステップ７〉 標準的な収納率で割戻し

 標準的な収納率（s） ÷ 96.38% 96.10% 0.28ﾎﾟｲﾝﾄ 

 ＝ 標準保険料率算定に必要な保険料総額(調整後) e´ 751,123,924円 897,897,232円 ▲146,773,308円 

　　浜田市被保険者総数（見込） ÷ 9,842人 10,367人 ▲525人 

　　一人あたり軽減前保険料（医療分） 76,318円 86,611円 ▲10,293円 

浜
田
市

県

県

浜
田
市

浜
田
市

浜
田
市
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支援金分（一般） 
 
県全体の後期高齢者支援金を推計し、 

県全体の後期高齢者支援金見込額【約 74億 9千万円】 

 
県へ入る公費（国庫負担金等）を控除し納付金算定基礎額を求め（ステップ 1～3）、 

県へ入る公費など 

（国庫負担金、県繰入金等） 

【約 38億 6 千万円】 

納付金算定基礎額 

【約 36 億 3千万円】 

 

 
 

◆浜田市の事業費納付金額（支援金分・一般） 
 
  

事業費納付金（支援金分・一般） 

条例減免に 

要する費用 
＜応能部分＞ 

0.8719611416811 (※) 

（47％） 

＜応益部分＞ 

1 

（53％） 

浜田市に直接入る公費 

（保険基盤安定負担金の 

保険者支援分） 

保険料で集める額 
（島根県が示す標準保険料率の算定ベース） 

※全国を 1とした場合の島根県の所得水準＝ 0.8719611416811（数値は本係数のもの） 
    
◆事業費納付金額及び保険料で集める額（ステップ 4～5） 

 
事業費納付金 

（d） 
納付金対象外経費 

 浜田市に直接 

入る公費 

保険料で集める額 

（e） 

 標準的な 

収納率 

調整後の標準保険料率算定に 

必要な保険料総額（e´） 

支援金分 270,678,564 円 956,000円 ＝ 26,508,198 円 245,126,366 円 → 96.38％ 254,333,229円（一般）    

 

 

各市町村の所得水準等に基づき按分する（ステップ 3） 

 所得水準に応じた按分 被保険者数・世帯数に応じた按分 

（
歳
出
） 

（
歳
入
） 

A 市納付金 

C 市納付金 

β 

C 

B 市納付金 

d 

e 
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国保事業費納付金及び標準保険料率の算定フロー 

支援金分

　〈ステップ１〉 後期高齢者支援金（一般分）算出 令和2年度(本算定) 平成31年度(本算定) 増減

後期高齢者支援金等（一般・退職分） A 7,489,357,903円 7,563,585,450円 ▲74,227,547円 

 － 国庫負担金などで控除される額 － ▲25,286,979円 ▲49,895,487円 24,608,508円 

 ＝ 後期高齢者支援金等（一般分） A´ 7,514,644,882円 7,613,480,937円 ▲98,836,055円 

　〈ステップ２〉 保険料収納必要額の算出

 － 県へ入る公費など － 3,882,213,809円 3,910,517,410円 ▲28,303,601円 

 ＝ 保険料収納必要総額 B 3,632,431,073円 3,702,963,527円 ▲70,532,454円 

　〈ステップ３〉 事業費納付金算定基礎額の算出、事業費納付金総額を各市町村に配分、市町村ごとの事業費納付金基礎額

 ± 後期高齢者支援金精算額 ＋ 0円 384,100,115円 ▲384,100,115円 

 ＝ 事業費納付金算定基礎額 C 3,632,431,073円 4,087,063,642円 ▲454,632,569円 

 × {β・(所得シェア)＋人数シェア}／(1＋β) × 0.0745171918960 0.0765732433638 ▲0.0020560514678

 × γ × 0.9999999969717 0.9999999975533 ▲0.0000000005816

 ＝ 浜田市の事業費納付金基礎額 c 270,678,564円 312,959,719円 ▲42,281,155円 

 ± 後期高齢者支援金精算額 － 0円 31,794,139円 ▲31,794,139円 

 ＝ 各市町村の事業費納付金（一般分） d 270,678,564円 281,165,580円 ▲10,487,016円 

　〈ステップ４〉 保険者支援制度（支援金分）等を加減算

 － その他調整分 － 25,552,198円 24,244,814円 1,307,384円 

 ＝ 標準保険料率算定に必要な保険料総額 e 245,126,366円 256,920,766円 ▲11,794,400円 

　〈ステップ５〉 標準的な収納率で割戻し

 標準的な収納率（s） ÷ 96.38% 96.10% 0.28ﾎﾟｲﾝﾄ 

 ＝ 標準保険料率算定に必要な保険料総額(調整後) e´ 254,333,230円 267,347,311円 ▲13,014,081円 

　　浜田市被保険者総数（見込） ÷ 9,842人 10,367人 ▲525人 

　　一人あたり軽減前保険料（支援金分） 25,842円 25,788円 54円 

浜
田
市

浜
田
市

浜
田
市

県

県

県
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介護分 
 
県全体の介護納付金を推計し、 

県全体の介護納付金見込額【約 24億 5千万円】 

 
県へ入る公費（国庫負担金等）を控除し納付金算定基礎額を求め（ステップ 1～2）、 

県へ入る公費など 

（国庫負担金、県繰入金等） 

【約 12億 6 千万円】 

納付金算定基礎額 

【約 11 億 9千万円】 

 

 
 

◆浜田市の事業費納付金額（介護分） 
 
  

事業費納付金（介護分） 

条例減免に 

要する費用 
＜応能部分＞ 

0.8750239859555 (※) 

（47％） 

＜応益部分＞ 

1 

（53％） 

浜田市に直接入る公費 

（保険基盤安定負担金の 

保険者支援分） 

保険料で集める額 
（島根県が示す標準保険料率の算定ベース） 

※全国を 1とした場合の島根県の所得水準＝ 0.8750239859555（数値は本係数のもの） 
    
◆事業費納付金額及び保険料で集める額（ステップ 3～4） 

 
事業費納付金 

（d） 
納付金対象外経費 

 浜田市に直接 

入る公費 

保険料で集める額 

（e） 

 標準的な 

収納率 

調整後の標準保険料率算定に 

必要な保険料総額（e´） 

介 護 分 81,634,553 円 217,000円 ＝ 5,337,266 円 76,514,287円 → 96.45％ 79,330,520 円（一般＋退職） 

 

各市町村の所得水準等に基づき按分する（ステップ 2） 

A 市納付金 

C 市納付金 

β 

C 

B 市納付金 

 所得水準に応じた按分 被保険者数・世帯数に応じた按分 

（
歳
出
） 

（
歳
入
） 

d 

e 
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国保事業費納付金及び標準保険料率の算定フロー 

介護分

　〈ステップ１〉 事業費納付金算定基礎額の算出 令和2年度(本算定) 平成31年度(本算定) 増減

介護納付金（一般・退職分） A 2,451,081,451円 2,381,391,442円 69,690,009円 

 － 国庫負担金などで控除される額 － 1,254,684,395円 1,224,271,491円 30,412,904円 

 ＝ 保険料収納必要総額 B 1,196,397,056円 1,157,119,951円 39,277,105円 

 ± 介護納付金精算額 ＋ 0円 253,587,957円 ▲253,587,957円 

 ＝ 事業費納付金算定基礎額 C 1,196,397,056円 1,410,707,908円 ▲214,310,852円 

　〈ステップ２〉 事業費納付金総額を各市町村に配分、市町村ごとの事業費納付金基礎額

 × {β・(所得シェア)＋人数シェア}／(1＋β) × 0.0682336620190 0.0708856782991 ▲0.0026520162801

 × γ × 0.9999999908057 0.9999999922025 ▲0.0000000013968

 ＝ 浜田市の事業費納付金基礎額 c 81,634,553円 99,998,987円 ▲18,364,435円 

 ± 介護納付金精算額 － 0円 22,029,383円 ▲22,029,383円 

 ＝ 各市町村の事業費納付金 d 81,634,553円 77,969,604円 3,664,948円 

　〈ステップ３〉 保険者支援制度（介護分）等を加減算

 － その他調整分 － 5,120,266円 6,124,417円 ▲1,004,151円 

 ＝ 標準保険料率算定に必要な保険料総額 e 76,514,287円 71,845,187円 4,669,099円 

　〈ステップ４〉 標準的な収納率で割戻し

 標準的な収納率（s） ÷ 96.45% 96.22% 0.23ﾎﾟｲﾝﾄ 

 ＝ 標準保険料率算定に必要な保険料総額(調整後) e´ 79,330,520円 74,667,624円 4,662,896円 

　　浜田市被保険者総数（見込） ÷ 2,526人 2,679人 ▲153人 

　　一人あたり軽減前保険料（介護分） 31,406円 27,871円 3,535円 

133,566円 140,270円 ▲6,704円 

浜
田
市

合計一人あたり軽減前保険料（医＋支＋介）

浜
田
市

浜
田
市

県
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【参考】浜田市算定方式（応能割：応益割＝50：50）保険料率
医療分
 標準保険料率算定に必要な保険料総額(調整後) e´ 751,123,925円 収納率勘案後の保険料総額（医療分・一般）
    所得割指数 50.00% 応能割：応益割＝50：50
 ＝ 所得割賦課総額 g 375,561,963円 【所得割として賦課する必要がある額】
 ÷ 浜田市所得総額 ÷ 4,417,364,000円 浜田市の所得総額
 ＝ 所得割率（標準保険料率） 8.50% 

    均等割指数 × 35.00% 応益割合のうち均等割：平等割＝35：15
 ＝ 均等割賦課総額 j 262,893,374円 【均等割として賦課する必要がある額】
 ÷ 浜田市被保険者総数 ÷ 9,842人 過去3年間の実績に基づき算出した被保険者総数
 ＝ 均等割額（標準保険料率） 26,711円 

    平等割指数 15.00% 応益割合のうち均等割：平等割＝35：15
 ＝ 平等割賦課総額 k 112,668,589円 【平等割として賦課する必要がある額】
 ÷ 浜田市世帯総数 ÷ 6,574世帯 過去3年間の実績に基づき算出した世帯総数
 ＝ 平等割額（標準保険料率） 17,139円 

支援金分
 標準保険料率算定に必要な保険料総額(調整後) e´ 254,333,229円 収納率勘案後の保険料総額（支援金分・一般）
    所得割指数 50.00% 応能割：応益割＝50：50
 ＝ 所得割賦課総額 g 127,166,615円 【所得割として賦課する必要がある額】
 ÷ 浜田市所得総額 ÷ 4,402,146,000円 浜田市の所得総額
 ＝ 所得割率（標準保険料率） 2.89% 

    均等割指数 × 35.00% 応益割合のうち均等割：平等割＝35：15
 ＝ 均等割賦課総額 j 89,016,630円 【均等割として賦課する必要がある額】
 ÷ 浜田市被保険者総数 ÷ 9,842人 過去3年間の実績に基づき算出した被保険者総数
 ＝ 均等割額（標準保険料率） 9,045円 

    平等割指数 15.00% 応益割合のうち均等割：平等割＝35：15
 ＝ 平等割賦課総額 k 38,149,984円 【平等割として賦課する必要がある額】
 ÷ 浜田市世帯総数 ÷ 6,574世帯 過去3年間の実績に基づき算出した世帯総数
 ＝ 平等割額（標準保険料率） 5,803円 

介護分
 標準保険料率算定に必要な保険料総額(調整後) e´ 79,330,520円 収納率勘案後の保険料総額（介護分・一般）
    所得割指数 50.00% 応能割：応益割＝50：50
 ＝ 所得割賦課総額 g 39,665,260円 【所得割として賦課する必要がある額】
 ÷ 浜田市所得総額 ÷ 1,417,388,000円 浜田市の所得総額
 ＝ 所得割率（標準保険料率） 2.80% 

    均等割指数 × 35.00% 応益割合のうち均等割：平等割＝35：15
 ＝ 均等割賦課総額 j 27,765,682円 【均等割として賦課する必要がある額】
 ÷ 浜田市被保険者総数 ÷ 2,526人 過去3年間の実績に基づき算出した被保険者総数
 ＝ 均等割額（標準保険料率） 10,992円 

    平等割指数 15.00% 応益割合のうち均等割：平等割＝35：15
 ＝ 平等割賦課総額 k 11,899,578円 【平等割として賦課する必要がある額】
 ÷ 浜田市世帯総数 ÷ 2,202世帯 過去3年間の実績に基づき算出した世帯総数
 ＝ 平等割額（標準保険料率） 5,404円 
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